予算要求資料
平成26年度9月補正予算　　　支出科目　款：衛生費　項：薬務水道費　目：薬務費
	事業名　新危険ドラッグ緊急対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　薬務水道課　薬事麻薬係　電話番号：058-272-1111（内2572）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11224@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　補正要求額　２，３８４千円（現計予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	2,384
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,384

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

本年６月頃から、大都市圏を中心に危険ドラッグ（「合法」と称してハーブ等の形態で販売される幻覚作用等を有する薬物）使用に起因するとされる重篤な交通事故等が頻発し、連日のように新聞報道される等、深刻な社会問題となっている。
県では従前より、危険ドラッグ対策として、警察本部等と連携して販売店の立入検査を実施して販売製品の把握等を行うとともに、県民向けに危険ドラッグを含めた薬物乱用に係る普及啓発事業を継続的に実施している。
しかし、本年７月現在、県内２店舗は販売自粛要請にも関わらず営業を続
けており、横ばい状態にある救急搬送人数は危険ドラッグが依然と県内で流
通していることを示しており、危険ドラッグの県内における流通防止と使用
者の根絶を目指して、更なる取組みを進める必要がある。
（２）事業内容

１　　販売店舖、インターネット販売に対する監視指導
２　　薬物乱用防止普及啓発

３　　危険ドラッグに関する条例の施行周知

（３）県負担・補助率の考え方

指定薬物等への行政対応は県の事務であり、危険ドラッグの濫用による県
民の健康被害発生防止のため、引き続き関与していく必要がある。
（４）類似事業の有無

　　　有（違法ドラッグ販売店監視指導事業、薬物乱用防止対策活動事業の拡充）

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	161
	立入検査、関係者との連絡会議旅費、審査会委員費用弁償

	需用費
	2,020
	指定薬物等標準品、啓発資材購入費、危険ドラッグ買上調査費

	役務費
	203
	チラシ・折り込み配布費、通信運搬費

	合計
	2,384
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　第６期岐阜県保健医療計画（安全・安心な生活環境の確保）

（２）国・他県の状況

　国は、指定薬物を順次指定しており、本年７月に初めて薬事・食品衛生審

議会の審議を経ずに行う緊急指定を行った。指定数は１，３７９物質（個別
指定１１５物質、包括指定１，２６４物質　本年７月現在）である。

　また、同月に開催された薬物乱用防止対策推進会議において、「いわゆる

『脱法ドラッグ』の乱用根絶のための緊急対策」をまとめ、政府一体となっ

て取り組むとしているほか、「脱法ドラッグ」との表現が安易な使用を招い

ているとして、新しい呼称を公募し、「危険ドラッグ」に決めたと７月２２

日に発表し、その名称の普及を始めている。

東京都をはじめとした６都府県では、独自の条例を制定し、危険ドラッグ
の取締りを行っているほか、多くの都道府県では、分析体制を整備し独自の
買上調査を実施している。

（３）後年度の財政負担

　　　今後も体制等を強化する必要がある。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　危険ドラッグ販売店舖を厳しく監視指導するとともに、条例を制定することにより、人体に危険な物質の流通を規制する。

また、危険ドラッグ乱用防止に係る普及啓発事業を拡充して実施する。

これらにより、危険ドラッグの乱用による県民の健康被害を防止する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	危険ドラッグ販売に関する実態や流通状況は不明な点が多く、普及啓発事業を含めて、数値目標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○
	危険ドラッグを使用した者が二次的な犯罪や健康被害を起こす事例が各地で多発するなど、その乱用が憂慮されていることから、対策の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまで県警、東海北陸厚生局麻薬取締部と連携して危険ドラッグ販売店舖の監視を実施してきたが、県内における危険ドラッグ流通実態をさらに把握し、危険ドラッグの乱用による県民の健康被害を防止するために、インターネットで取引されている危険ドラッグを含めて監視等をさらに強化する必要がある。

条例を制定周知し、県内の危険ドラッグの流通を規制するために適正運用を図る必要がある。

危険ドラッグに含まれる物質を速やかかつ精密に測定するために、必要な体制整備を強化する必要がある。
危険ドラッグの乱用防止に係る普及啓発事業を引き続き実施することにより、危険ドラッグの正しい知識を普及定着させる必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

危険ドラッグの乱用による県民の健康被害を防止するため、県警等と連携して引き続き販売店舗を監視等するとともに、危険ドラッグに含まれる物質を速やかかつ精密に測定するために、必要な体制整備を図る。

危険ドラッグの乱用防止に係る普及啓発事業を引き続き実施する。


